
令和５年度 事業計画 

 

Ⅰ 令和５年度研修の変更点 

１ ＤＸに関する視点 

少子高齢化・生産年齢人口減少等により、対応が急務とされるＤＸについて、新規採用職員研修、

基礎力アップ研修及び選択研修においても取り入れることにしました。 

 

研修種別 
研修課程 

コード 研修課程 科目名 

基本研修 
101 新規採用職員（前期）研修 「仕事のポイント」 

102 新規採用職員（後期）研修 〈新〉「ＤＸの基礎」 

110 基礎力アップ研修 「政策形成の基礎」 

120 応用力アップ研修 「生産性向上の着眼点」 

130 実行力アップ研修 「生産性向上の実践方法」 

140 新任係長研修 
「係長に求められるマネジメ

ントとは」 

150 新任管理者研修 
「管理者に求められるマネジ

メントとは」 

160 新任課長研修 
「課長に求められる組織のマ

ネジメント」 

選択研修 209 行政課題研究講座～ＤＸの視点から考える～ 

 

２ 目標の共有 

  本県が目指す将来の姿の実現に向けて、自治体等の最上位計画や令和４年度からスタートした福島

県総合計画の意義を確認し、意識付けを行います。 

 

研修課
程 

コード 
研修課程 科目名 

101 新規採用職員（前期）研修 「仕事のポイント」 

140 新任係長研修 

「講話」 150 新任管理者研修 

160 新任課長研修 

 

３ 選択研修の変更点 

（１）新規講座 

  当センターにおいてニーズを収集・精査した結果、次のとおり開講します。 

研修課程 
コード 講座名 

201 公務員倫理講座 

204 地方公会計講座（応用編） 

 



（２）講座内容変更 

   時代のニーズを反映し、内容を変更します。 

（詳細は「Ⅵ 各研修課程内容」参照） 

研修課程 
コード 講座名 

209 行政課題研究講座～ＤＸの視点から考える～ 

210 〔現地研修〕現場から学ぶ政策形成講座 

 

（３）講座名変更 

研修課程 
コード 講座名（新） 講座名（旧） 

208 
政策立案のためのデータ分析講

座 
住民ニーズに基づく政策立案講座 

  



Ⅱ 研修事業 

 

１ 各種研修事業 

 

 (1) 基本研修 

 

ア 一般職研修（５課程） 
     新規採用職員から若年層・中堅層のスタッフ職を対象に、それぞれの対象年代又は職層の職

員に共通して求められる意識の醸成及び必要とされる能力の向上を図ることを目的に実施す

る。 

 
研修課程 
 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修科目 

 

新規採用 

職 員 

（前期）

研 修 

 

 

 

 

その年度

の新規 

採用職員 

 

 

 

 

 

①社会人・公務員としての意

識を確立し、最低限のルー

ルを理解する。 

②業務を遂行する上で必要な

能力の開発に向けて基本的

な知識等の習得を図る。 

 

 

 

７回 

 

 

 

 

 

 

 

３日 

 

 

 

 

 

 

 

700人 

 

 

 

 

 

①講話 

②公務員倫理 

③住民サービス向上のための 

  接遇 

④仕事のポイント 

⑤心と体の健康 

⑥講演 

⑦他、動画による学習支援あり 

新規採用 

職 員 

（後期）

研 修 

 

 

 

 

 

その年度

の新規 

採用職員 

 

 

 

 

①自治体職員としての職業意

識を確立し、求められる役

割を理解する。 

②業務を遂行する上で必要な

能力の開発に向けて基本的

な知識等の習得を図る。 

 

８回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

800人 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ＤＸの基礎〈新〉 

②メンタルヘルス 

③自治体職員としての働き方を

考える～充実感のある仕事を

するために～ 

④事例から学ぶ公務員倫理 

⑤論理的思考力とプレゼンテー

ション能力の養成 

⑥住民満足向上のための対応 

能力の養成 

⑦講演 

基 礎 力 

ア ッ プ 

研   修 

 

 

採用後 

４年目の

一般職員 

①将来を見据えた働き方を考

える。 

②仕事を円滑に進めるための

課題解決力の養成を図る。 

③求められる能力の開発に向

けて必要な知識等の習得を

図る。 

 

10回 

 

 

 

 

２日 

 

 

 

 

1,000

人 

 

 

①講演 

②コンプライアンス研修 

③キャリアデザイン～あなたは

どう働きますか？～ 

④政策形成の基礎～課題解決力 

 の養成～ 

応 用 力 

ア ッ プ 

研   修 

採用後 

８年目の

一般職員 

①これまでの職務経験を基

に、生産性を高める働き方を

考える。 

②チームをまとめるための調

整力を身に付ける。 

③求められる能力の開発に向

けて必要な知識等の習得を

図る。 

 

９回 

 

 

 

２日 

 

 

900人 

 

①講演 

②コンプライアンス研修 

③生産性向上の着眼点 

④サポート力の養成 



実 行 力 

ア ッ プ 

研   修 

 

採用後 

12年目の 

一般職員 

①デジタル技術の活用等、時

代を推進する力を身に付け

る。 

②利用者サービス向上のため

の調整力を身に付ける。 

③求められる能力の開発に向

けて必要な知識等の習得を

図る。 

 

８回 

 

 

２日 

 

 

800人 

 

①講演 

②コンプライアンス研修 

③生産性向上の実践方法 

④住民協働のためのファシリ 

テーション能力養成 

 

一般職研修 合計 

 

 

５課程  ４２回  ４，２００人 

 

 

 

イ 管理者・監督者研修（３課程） 

      新たに管理職・監督職に就いた職員を対象に、それぞれのポストに求められる能力の向上を 

   図ることを目的に実施する。 

 
研修課程 
 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修科目 

 

新任係長 

研  修 

 

新たに

監督職

に就い

た職員 

 係長に求められるマネジメン

ト能力の向上や組織における業

務改善に向けて必要な知識等の

習得を図る。 

 

６回 

 

 

 

２日 

 

 

 

500人 

 

 

①講話 

②コンプライアンス研修 

③係長に求められるマネジメ

 ントとは 

新  任 

管 理 者 

研  修 

新たに

管理職

に就い

た職員 

 管理者に求められるマネジメ

ント能力の向上や組織の生産性

向上に向けて必要な知識等の習

得を図る。 

 

５回 

 

 

 

２日 

 

 

 

400人 

 

 

①講話 

②コンプライアンス研修 

③管理者に求められるマネジ

 メントとは 

新任課長 

研  修 

 

新たに

課長職

に就い

た職員 

  課長に求められる危機管理能

力の向上やリーダーシップのあ

り方、組織の生産性向上に向け

て必要な知識等の習得を図る。 

 

４回 

 

 

 

２日 

 

 

 

300人 

 

 

①講話 

②コンプライアンス研修 

③課長に求められる組織のマ

ネジメント～課題解決型～ 

 

管理者・監督者研修 合計 

 

 

３課程  １５回  １，２００人 

 

 

 

 

 

基本研修 合計 

 

 

８課程  ５７回  ５，４００人 

 



(2) 選択研修 

     基本研修と連携し、またその内容を補完しながら相乗的に、基礎的能力から高度な専門能力

まで、職員に必要とされる様々な知識の習得又は能力の開発及び向上を図ることを目的に実施

する。 

 

ア 基礎能力・業務遂行能力開発コース（７講座） 

       公務員に必要な基本的な知識の習得と、業務遂行に必要な技術の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修内容 

 

〈 新 〉 

公 務 員 

倫理講座 

【オンライン】 

 

社会人経験

のある新規

採用職員等 

公務の特性から自治体職

員に求められる倫理観につ

いて学び、住民の信頼に応

える公務員像について考え

る。 

 

１回 

 

 

 

１日 

 

 

40人 

〈講義と演習〉 

①公務員倫理とは 

②信頼される公務員になるた

めに 

接遇実践

講 座 
【集 合】 

 

 

一般職員 

（採用後 

1年目～） 

 

 

住民サービスの視点から

みた接遇のあり方や、応対

に関する実践的なスキルを

学ぶ。 

 

１回 

 

 

 

 

 

１日 

 

 

100人 

 

 

 

 

 

〈講義と演習〉 

①住民窓口における接遇の心

構え 

②基本接遇スキルを磨く 

③窓口・電話対応のスキルア

ップ 

④住民サービス向上への接遇 

地方公会

計 講 座 

( 基礎編 ) 

【オンライン】 

一般職員 

（公会計実

務初級者） 

 

地方公会計制度の目的を

理解し、複式簿記や財務書

類への理解を深める。 

 

１回 

 

 

 

１日 

 

 

 

60人 

 

 

〈講義と演習〉 

①地方公会計制度とは 

②複式簿記、財務書類４表の 

内容理解 他 

〈 新 〉 

地方公会

計 講 座 

( 応用編 ) 

【オンライン】 

一般職員 

（公会計実

務中級者） 

 

地方公会計制度のルール

を理解したうえで、財務書

類を分析し、活用できる力

を養う。 

 

１回 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

60人 

 

 

 

〈講義と演習〉 

①固定資産台帳 

②財務書類等の活用 他 

レジリエ

ンス講座 
【集 合】 

【オンライン】 

 

一般職員 

 

  ストレスと上手に付き合

い、困難を乗り越え、成長

する力を身に付ける。 

 

 

 

２回 

 

 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

 

 

集合 

50人 
 

オンライン 

100人 

 

〈講義と演習〉 

①社会の変化とメンタルヘル

ス不調 

②レジリエンスとは何か 

③レジリエンスを高めるために 

④職場においてチームのレジ

リエンスを高めるために自

分ができること 

  



仕事に役

立つ法令

入門講座 

【オンライン】 

一般職員 

（採用後 

1～5年目） 

 

 

 

 

 

業務を法的な視点で捉

え、自治体職員に求められ

る法令に関する基本的な知

識や考え方を学ぶ。 

 

１回 

 

 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

 

 

200人 

 

 

 

 

 

 

〈講義と演習〉 

①地方公務員が法律を学ぶ意

義 

②トラブル発生を防ぐための

法的な考え方 

③条文の構造を学ぶ 

④条文の構造のルール 

⑤法律の示す「公平の感覚」 

⑥条文を正しく読むための法

令用語 

再任用職

員の働き

方 講 座 
【集 合】 

 

再任用制度

により勤務

する職員 

定年後もこれまで培って

きた能力を発揮し、円滑に

業務を遂行するため、必要

な働き方について学ぶ。 

 

 

 

 

１回 

 

 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

 

 

70人 

 

〈講義と演習〉 

① 再任用職員の現状、役割、

活動事例 

② 職場環境、自己管理の変化

を知る 

③ 組織活性化の基本条件 

④ 職場メンバーへの指導、 

アドバイス時の留意点 

 

〈基礎能力・業務遂行能力開発コース〉 小計 
 

 

７講座  ８回  ６８０人 

 
イ 政策形成能力開発コース（３講座） 

     地域の現状を正しく理解し、地域独自の政策を形成できる能力の向上をねらいとし、現状

の把握、情報の収集・分析から政策評価に至るまで、政策形成・実現過程に必要な能力の習得

を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修内容 

 

政策立案

のための

デ ー タ 

分析講座 

【集 合】 

一般職員 

(採用後 

4年目～) 

 住民本位の政策提案に向

けて、公共事業におけるマ

ーケティングの考え方、住

民ニーズの調査・分析に関

する具体的な手法を学ぶ。 

 

１回 

 

２日 

 

50人 

 

〈講義と演習〉 

①マーケティングの基本 

②住民ニーズの探索 

③様々なデータの活用 

行政課題

研究講座 

～ＤＸの

視点から

考える～ 
【集 合】 

一般職員 

(採用後 

4年目～) 

 

 

 自治体ＤＸの導入、推進

及び活用による新しい業務

の進め方について学び、政

策形成プロセスや手法を理

解する。 

 

１回 

 

 

 

 

２日 

 

40人 

 

 

 

〈講義と演習〉 

①ＤＸとは 

②ＤＸ推進への課題 

③自治体の活用事例 

④行政課題の解決に向けて 

〔現地  

 研修〕 

現場から

学ぶ政策

形成講座 

 

一般職員 

(採用後 

1～8年目) 

 

 

 

 視察やグループワークを

通して県内に共通する行政

課題をとらえ、その解決策

について考えることで、自

団体の課題解決のための着

眼点と政策形成を実践的に

学ぶ。 

 

１回 

 

 

 

 

２日 

 

 

 

 

40人 

 

 

 

〈視察と演習〉 

①視察先 

南相馬市・浪江町 

②グループワークテーマ： 

人口減少・少子高齢化の

進む被災地に行って見聞き

することを通して、自団体

の課題について考える。 

 

〈政策形成能力開発コース〉 小計 
 

 

３講座  ３回 １３０人 

 



ウ 協働・対人能力開発コース（２講座） 

     地域の様々な主体（住民、企業及びＮＰＯ等）と協働で事業を展開することのできる能力の向

上をねらいとし、住民の視点で思考することのできる能力や組織内外とのコミュニケーション

能力、プレゼンテーションの能力等の習得を目的に実施する。   

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修内容 

 

折 衝 ・ 

交 渉 力 

養成講座 

【集 合】 

一般職員 

(採用後 

4年目～) 

 

 折衝・交渉に必要とされ

る基本的な知識や手法を学

ぶ。 

 

１回 

 

 

 

１日 

 

 

 

70人 

 

 

〈講義と演習〉 

①交渉とは 

②諦めないために必要なこと 

③演習 

合意形成

能 力 の 

養成講座 

【集 合】 

 

 

一般職員 

(採用後 

4～8年目) 

 

 

 組織内外の合意形成に必

要とされる考え方や、意見

を調整するための具体的な

スキルなどを学ぶ。 

 

１回 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

70人 

 

 

 

〈講義と演習〉 

①合意形成に必要な関係者

 との調整 

②調整力とは 

③調整者のリーダーシップ 

④調整のための事前の関係 

 構築 

⑤調整時にこちらの思いを

伝える交渉力 

⑥総合演習 

 

〈協働・対人能力開発コース〉 小計 

 

 

２講座  ２回  １４０人 

 

 
エ マネジメント能力開発コース（１講座） 

    組織運営や住民の視点に立った行政経営ができる能力の向上をねらいとし、管理・監督者に      

必要な組織マネジメント能力の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修内容 

 

人事評価

講 座 
【オンライン】 

 

 

管理者・ 

監督者 

（初めて評

価者となっ

た職員等） 

 人事評価の意義と重要性

を理解し、評価者としての

考え方や手法を習得する。 

 

 

 

 

１回 

 

 

 

 

 

１日 

 

 

 

 

 

200人 

〈講義と演習〉 

①人事評価の基本知識 

②組織目標の設定 

③個人目標への展開 

④期中の行動観察と評価 

⑤評価結果のフィードバック 

 

〈マネジメント能力開発コース〉 小計 

 

 

１講座  １回  ２００人 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



オ 危機管理能力開発コース（１講座） 

    有事の際に求められる判断力・対応力の向上を図るとともに、管理・監督者に必要な危機管

理能力の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数 
 

 
日数 
 

予定 
人員 

 
主な研修内容 

 

有 事 の 

危機管理

講 座 
【集 合】 

 

 

 

管理者・ 

監督者  

 管理者・監督者等が有事

の際に求められる判断力・

対応力の向上を図るととも

に、組織マネジメントのあ

り方を学ぶ。 

 

 

１回 

 

 

 

 

 

 

２日 

 

 

 

 

 

 

50人 

〈講義と演習〉 

①危機管理とリスクマネジ

 メント 

②有事における危機管理 

③有事におけるマネジメン

 トとリーダーシップ 

④有事に備える平時の対応 

⑤行政責任と危機管理広報 

⑥記者会見の模擬実習 

 

〈危機管理能力開発コース〉 小計 

 

 

１講座  １回  ５０人 

 

 

 

 

選択研修 合計 

 

 

１４講座 １５回  １，２００人 

 

 

 

 

 

令和５年度 研修生総受入予定人数  ６，６００人 

 

(3) 令和５年度研修の企画及び実施のための取組 
      令和５年度研修事業の企画及び実施に向けて、次の取組を行う。 

 

ア 研修ニーズの調査・把握等の実施 

各自治体等からの要望に応えた研修内容とするため、各課程・講座に係る研修派遣者数予
定調査や実施要望調査のほか、研修事務担当者会議を開催し、研修ニーズの把握に努める。 

  

 イ 研修効果の測定・研修評価の実施 

効果的な研修事業の実施に向けて、研修生及び担当講師を対象としたアンケート調査によ
り研修効果の測定・評価を行う。また、研修評価会議の実施により、研修内容を総合的に評
価し、適時適切に内容の改善・充実につなげる。 

 

  ウ 科目検討会の開催 

センターにおいて、科目の内容や次年度の研修のあり方等を検討し、研修内容の改善・充
実につなげる。 

 

(4) 研修講師の養成 

センター職員の資質向上を図るため、各種研修機関が実施する研修等に職員を派遣する。 

 

 

 



２ 研修支援事業 

 

(1) 各自治体等の独自研修に対する支援 

各自治体等が独自に実施する研修等の人材育成の取組や職場研修（ＯＪＴ）が円滑かつ効

果的に行えるよう、次の支援事業を実施する。 

 

ア 職場研修の支援・研修講師の派遣 

各自治体等の要望に応じた研修科目を提供するとともに、センター又は外部の専門講師を
研修講師として派遣する。 

 

イ 研修教材等の貸出し・提供 

各自治体等からの要望に応じて、センターが保有する研修テキスト・演習教材や視聴覚
教材等の貸出し・提供を行う。 

 

  ウ その他の支援 

職員研修に関する各種情報の提供に努めるとともに、各自治体等が実施する研修等の取
組等を支援する。 

 

 (2) 自己啓発・自主研究に対する支援 
各自治体等の職員が行う自己啓発の取組や自主的な研究等のニーズに応えるため、施設の

利用や研修資料の貸出し・提供などを行う。 

 

 

Ⅱ 政策形成支援事業 

 

  県内地方自治体等（以下「自治体等」という。）の政策形成を的確に支援するとともに、
そのプロセスを通じて自治体等職員の政策形成能力の向上に寄与することを目的として、次
の事業を行う。 

 

１ 政策形成アドバイザー支援事業 
 
     自治体等が抱える地域の課題解決に向けた取組みを専門的見地から支援する。 

 

 (1) 総括支援アドバイザーによる支援 
自治体等が実施する調査研究及び政策形成に対し、総括支援アドバイザーによる助言・

指導を行う。 
 

 (2) 外部専門家による支援 
自治体等が実施する調査研究及び政策形成に対し、支援要望内容をしっかり聴き取り、

的確な外部の専門家を紹介、橋渡しを行うなどにより専門家の支援を受けられるよう自治
体等をサポートする。 

 

令和４年度からの継続予定 ３自治体（県危機管理課、伊達市、桑折町） 

令和５年度から新たに支援 １自治体（会津坂下町） 

 

２ 政策研究会 
 

応募した自治体等職員は、地域が直面する重要課題をテーマに調査・研究を行い、専門家に
よる講義や少人数での討論等を通して、課題解決に向けた政策提言をまとめる。 

 

 



(1) フィールド自治体型 
 研究対象とする自治体が現実に抱える課題に取り組み、事業化を見据えた実践的な政策研

究会を行う。 

 

(2) 方部出張型 
センターから遠い地域での出張開催とし、政策形成のプロセスや手法の習得を図り、職員

の資質向上にも資する政策研究を行う。 

 

 上記の両政策研究会を各１件募集したところ、フィールド自治体型に２自治体（会津坂下
町、玉川村）から申込みがあったため、方部出張型の枠をフィールド自治体型に充てることと
した。 

その後、会津坂下町や玉川村と研究テーマについて調整を行った結果、会津坂下町の希望は
外部専門家による支援であるとわかり適任者を紹介できるよう調整したため、令和５年度の
政策研究会は玉川村のみとなった。 

 

令和５年度 フィールド自治体型政策研究会（玉川村） 

  テーマ「交流人口拡大からはじめよう！観光資源を生かした移住促進政策について考え 

る（仮）」 

 

３ 政策課題セミナー 
 

  自治体等にとってタイムリーな行政課題や関心の高いテーマについて、専門家を招いたセ
ミナーを実施し、自治体等職員へ情報提供を行う。 

 

 令和５年度 １テーマでセミナー実施予定。 

 

 

Ⅲ 給食提供事業 

 

研修生が研修に専念できる環境を整えるため、施設内の設備を活用して食事等を提供する。 

なお、研修生の健康管理のため、専門事業者に委託する。 

 

専門事業者：キョウワプロテック株式会社 

契 約 期 間：令和５年４月１日～令和８年３月３１日（３年契約） 

 

 

Ⅳ 施設・設備等管理運営事業 

 

所有者である福島県から、ふくしま自治研修センターの施設・設備等の管理運営に係る下記
業務を受託し、研修環境等の向上のため、綿密な点検、速やかかつ計画的な修繕等に努める。 

なお、特に専門性を必要とする業務については、品質の確保の点から専門業者に委託する。 

 

１ 受託対象物件 

(1) 土地 福島市荒井字地蔵原乙１５番の１ ほか 53,486.12㎡ 
(2) 建物 ふくしま自治研修センター 延べ 10,878.98㎡ 
(3) その他附属物及び備品一式 

 

２ 受託業務内容 
(1) 建物等の保安、警備、清掃、保守及び保全等維持管理に関すること。 
(2) 電気、機械、空調設備等諸設備の管理運営に関すること。 



(3) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び消防法の規定による建物の管理等に
関すること。 

(4) 建物等の鍵の保管及び管理に関すること。 
(5) 光熱水費の支払いに関すること。 
(6) 宿泊室寝具の貸出及び維持管理に関すること。 

 


